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予算説明書

2

総務費

1 概要

平成'20年度から始まったふるさと納税制度にっいて、長崎市では「がんぱらんぱ

長崎市応援寄附金」として、平成 26年度から寄附者へのお礼として返礼品を贈呈し

ている。

令和元年6月1日から新たなふるさと納税制度がスタートし、ふるさと納税の適正

な募集方法などにっいての基準が法制化されたことを受け、ー.部の返礼品や返礼品の

受発注管理を行う事務代行事業者を見直し、加えてPR業務も実施できなかった。そ

の結果、寄附金の受入額が当初予算で計上していた額を下回る見込みとなり、それに

伴い返礼品費や返礼品の送料、返礼品の受発注などの管理委託及び実施できなかった

PR業務に係る委託料などについて減額補正を行うもの。

【新ふるさと納税制度の基準】

基準①ふるさと納税の募集を適正に実施すること

・返礼品を強調した宣伝広告を行わないこと

・適切な選択を阻害するような表現を用いた情報提供を行わないこと

・募集にかかる経費(返礼品代、送料、事務代行委託, PR等)を寄附額

の5割以下とすること

基準②返礼品は寄附額の3割以下とすること

基準③返礼品は地場産品とすること

総務管理費

項

一般管理費

目 番号

1-1

事

がんぱらんば長崎市

応援寄附推進費

業 名 予算額

1

▲271,

2

(1

募集にかかる経費とその対応

)対象となる募集にかかる経費

千円

739

返礼品費

返礼品の

料送

/

・返礼品調達に係る消耗品費

報に

る費用

・返礼品の発送に係る運搬料

決済等に

係る費用

・新聞やインター才、ツトへの広告掲載料

事務に

係る費用

・インターネット上のクレジットカード決済の手数料

.インターネット経由で申込みができるボータルサイトへの返礼品

等の情報掲載委託や返礼品の受発注などの管理委託に係る委託料

広
係



(2)寄附額に対する募集にかかる経費の割合

【例 1】寄附額 10,000円の場合→募集経費 6,000円(60%)

返礼品 3,000円(30%)

送料 1,500円(15%)

【例2】寄附額 100,000円の場合

返礼品 30,000円(30%)^
送料 1,500円(1,5%)

(3)募集経費を5割以下とするための対応

アー部返礼品の見直し→梱包、必要寄付額など

イ返礼品の受発注などを委託している事務代行事業者の見直し

→ボータルサイト「楽天」からの寄附受入れを令和元年6月1日から

約3か月間停止

ウインターネット広告の未実施

エカタログ製作の未実施(在庫対応)

^

委託料等その他経費1,500円(15%)

募集経費 46,500円(46.5%)

3

委託料等その他経費 15,000円(15%)

ふるさと納税寄附見込額

当初予算額

1,010,000千円

4

,

経費内訳

節

Π節需用費

年間見込額

742,808千円

12節役務費

返礼品費

印刷製本費(お礼状・寄附証明害など)

郵送料(お礼状・寄附証明、納付書発送等)

返礼品送料

新聞等掲載料

手数料(代理納付システム手数料、郵便振替手数料)

ホータルサイト管理委託費

PR業務委託
13節委託料

内容

2月補正

67,1 92千円'2

【単位.千円】

補正予算

'91,293

▲3,622

▲13,144

'54,583

'1,918

'8,100

'75,679

'23,400

'271,739



5 財源内訳

区分

補正月1」

補正

補正後

【参考①】令和元年度寄附受入状況

【単位:千円】

1,200,000

事業費

千円

649,004

'271,739

3刀,265

国庫支出金

千円

財

県支出金

千円

1,000,000

源内

地方債

千円

訳

その他

千円

800,000

一般財源

千円

648,999

'271,739

37フ,260

600,000

5

400,000

令和2年1月31日現在

200,000

928,697

954,820

96,607

90.408

38,638

8.280

25,622

1,010.000

97フ,156

138.242

107,943

107,348

4月5月

^月男IK令和元年度

゛・累計(令和元年度

473.735

885.531

864.170

539,365

170.829

143,630

258,073

205,936

949,988

910,849

742,808

411.727

306.813

70,614
121.373

6月

当初予算)

当初予算)

631,243

691,926

659.012

250,498

133,722

7月8月9月

^月"K令和元年度

◆・計(令和元年度

153,499

267,フフフ

189,469

10月11月

決算込)

決算見込)

12月1月2月3月

月卿K平成30年廣決算)

計(平成30年度決)

一
一

一
一

一
一



【参考②】ふるさと納税制度のあゆみ

平成20年度

平成26年度

平成27年12月

ふるさと紬税制度の開始

平成28年7月

平成29年4月

国・県の動き

平成30年4月

総務大臣通知
・返礼割合を3割以下とする
・金銭類似性が高いもの、資産性が高いも
の、価格が高額なものは返礼品として送付し
ない

総務大臣通知
・返礼割合が3割を超えるものを返礼品として
いる団体に対し、責任と良識のある対応を要
一圭
日月

・地域資源の活用が図られるよう、「地場産
品以外の送付」について良識のある対応を要

1「がんぱらんぱ長崎市応援寄附金」開始

平成30年9月

寄附のお礼として返礼品の贈呈開始

'返五遍^

1御謁脚局託"御臓
インターネット経由で申込みができるポータルサ

4

長崎市の取組み

一室
百同

9月1日時点の見直し状況の公表に併せて、
「過度な返礼品を送付し、制度の趣旨を歪め
ているような団体については、ふるさと納税
の対象外にすることもできるよう、制度の見
直しを検討」することを大臣閣議後記者会見
において表明

平成30年10月

商工部に「ふるさと紬税推進室」設置

(理財部収納課から移管)'逐裂慶'4^

平成31年4月

、

総務省通知
新ふるさと納税制度の運用について
・今後は、毎年地方団体から提出された申出
書等の内容並びに地方財政審議会の意見を
踏まえ、指定対象期間を通じて指定基準に適
合する地方団体として認められるものを、ふる
さと納税の対象となる団体として指定するも
のである
新ふるさと納税制度創設
対象外となった自治体
東京都(申請書未提出)、静岡県小山町、
大阪府泉佐野市、和歌山県高野町、
佐賀県みやき町
長崎県通知(総務部税務課長)
真珠・べっ甲の取扱について、総務省が取扱
の考え方を見直したため、各自治体で地域実
情及び社会通念を検討し、返礼品として使用
する自治体で適否を判断する

令和元年6月

令和元年9月

令和元年10月

令和元年11月

令和元年柁月

ボータルサイト「さとふる」「楽天」開設

真珠・べっ甲・家具・クルーズの取扱中止
'返左"^

新制度に係る申出害提出

事務代行事業者の変更に伴い、ボータルサイト
「楽天」からの寄附受入れ一時停止

真珠(寄附額舶万以下)の取扱再開

ポータルサイト「ふるなび」開設

べっ甲(寄附額50万以下)の取扱再開

'返五^



゛

'^^ジ

32~
33

予算説明書

款

7

商工費

1 概要

消費税・地方消費税率の10%への引上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影

響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えするため、プレミアム付商品

券を発行している。

今回、商品券の購入者数が当初の見込みを下回ったことなどにより減額補正するもの。

項

商工費

目

2

商工振興費

2 事業内容

(1)制度概要

ア商品券の購入者

番号

5

⇔

1-1

事'業名

プレミアム付商品券

発行事業費

平成31年度住民税非課税者

(住民税課税者の生計同一の

配偶者・扶養親族及び生活保護

受給者等を除く)

補正額

④商品券の使用

※市内約 1,890か所

'1,125,

平成28年4月2日から令和元

年9月30日までの問に生まれ

た子が属する世帯の世帯主

千円

1 06

当初見込①

イ商品券の購入限度額

券面額 25,000円(販売額 20,000円)(ア)非課税者

(イ)子育て世帯主券面額 25,000円(販売額 20,000円)× 3歳半未満の子の数

令和元年10月1日~令和2年1月31日ウ販売期間

令和元年10月1日~令和2年2月29日工使用可能期間

オ商品券購入・使用までの流れ

購入者数

・十

87,000 人

決算見込②

10,800 人

44,424 人

増減(②一①)

①申請

※非課税者のみ

97,800 人

10,483 人

▲42,576 人

0

54,907 人

②購入引換券

の受取り

'317 人

▲42,893 人

0
③商品券の購入

※市内 34、か所



(2)補正内容

区分
補正前の額

①

商品券換金

事務に係る
負担金

執行見込額

②

2,445,000

補正額

②一①

1,372,675

事務費

(委託料等)

'1,072,325

商品券の購入者数が当初の見込

みを下回うたことによるもの。

決算見込54,・907 人

一当初見込97,800人

=▲42,893 人

▲42,的3 人 X@25,000円

=▲1,072,325 千円

理由

265,210

単位:千円

212,429

ア入札差金が生じたことにより

委託料が減となったもの。

コ・ルセンター運営等業務委託

▲31,053 千円

商品券発行等業務委託

'11,086 千円

イ申請状況を勘案し、臨時職員

の配置を見直したことにより、
賃金が減となったもの。(任用日

数:当初見込 1,100日→決算見
込 339日)

'5,39σ千円

ウ申請者数が当初の見込みを下
回ったことにより、郵送料が減
となったもの。

'5,252 千円

電

・十

3 財源内訳

2,710,210

▲52,、781

区分

補正前

1,585,104

事業費

補正

千円

2,710,210

補正後

▲1,125,106

▲1,'125,106

国庫支出金※1

※1

※2

1,585,104

プレミアム付商品券事務費・事業費補助金

プレミアム付商品券売払収入

千円

754,210

財

県支出金

'267,246

源

486,964

千円

地方債

内

千円

その他※2

千円

Ii 956,000

6

補助率 10/10

一般財源

▲857,860

1,098,140

千円

訳



,

【参考】プレミアム付商品券事業の実施状況

1 購入引換券の

発行数

項 目

・非課税者分44,234人

・子育て世帯分10,'483 人

人.数等

計 54,717 人

川非課税者分

ア申請状況

・申請書送付数 99,606 人

うち申請者数44,562人

・申請率:約 44.フ%

令和2年2月18日現在

備 考

2

イ申請害の送付状況

・非課税者99,606人分の申請

書を RI.8月末に送付

・未申請者への個別の再勧奨

を RI.11月下旬に実施(送

付数 61,922 人)

商品券発行額

【参考:他都市の申請率の状況】

①長崎県内.約 40,2%(R2,1.24 現在)

・ 4位/21 市町

②中核市平均.約 43.フ%(R2.1.31 現在)

③全国平均.約 34%(RI.10.25 現在)

・ RI.10.25 現在の長崎市 34.6%

3

9億 5,037 万 5 千円

(190,0乃冊)

・販売額7 億 6,030万円

・フ゜レミアム分1 億 9,007 万 5 千円

商品券換金額

4 商品.券使用可

能店舗登録数

8 億 933 万 7,500円

(R2.2.14 現在)

7

② 子育て世帯分

※申請は不要

1,888 店舗

・予算額:24 億4,500 万円

(489,000 冊)

・市内34か所において販売

・1 人あたり約 17,369円分購入(購

入引換券発行数から算出)

・換金率:85.2%

・H27年度のプレミアム商品券発

行事業における登録数は 2,611

店舗化ヒ較すると約72%の登録

状況)


